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【別紙２】 
 
審査の結果の要旨 
氏名：熊倉 潤 
 
 本論文は、ソ連邦構成共和国と中華人民共和国少数民族自治区における政治エリート集
団の形成過程に関する比較研究である。民族問題を巡る政治権力と少数民族の衝突を考察
する研究、あるいは建国前夜から直後にかけての時期に活躍し、短期間で歴史の表舞台か
ら消えた少数民族個人ないし集団に着目した研究等は、これまでに一定の蓄積を見てきた。
だが、体制内エリートとなった少数民族エリートの研究、ないし国家建設の時期を過ぎた
後の長期的な、少数民族地域における政治エリート集団の変容過程を分析した研究は乏し
かった。本論文は、ソ連時代のアルヒーフ資料や中国の内部発行資料などの分析により、
ソ連邦構成共和国と中国少数民族自治区の最高指導者のみならず、その下に配置された幹
部をも含めた指導部の民族構成の変化を明らかにしたものである。  
   
 以下、論文の要旨を述べる。  
   
 本論文は、序章、第一部、第二部、終章から構成されている。  
 序章では、従来の民族問題に関する中ソ比較研究を振り返り、それが不十分なものであ
ったことを明らかにして、少数民族エリートの形成に関する比較研究を行う意義を説いて
いる。  
 特に中国で行われてきた先行研究は、中国と異なりソ連は民族問題を解決できず、ゆえ
に「崩壊」（解体）したと結論してきたが、これは一種の主観論、すなわち「主観的比較論」
である。また、地方エリート、具体的にはソ連邦構成共和国と中国少数民族自治区におけ
る政治エリート集団の、国家成立以来数十年間にわたる形成と変容の過程に関しては、研
究の蓄積が乏しい。まして、両者の個別実証研究を統合的に理解しようとする比較研究の
試みは、これまで行われてこなかった。そこで本論文では、多様な民族から構成される党
および国家機関の幹部の形成と変化の過程を分析し、中ソ両国の社会主義多民族国家とし
ての特徴を明らかにする。その際に、人口、宗教、歴史・地理の面で関連性を有するソ連
カザフ共和国と中国新疆ウイグル自治区を事例として取り上げ、両者の共通性と相違点か
ら「中範囲の理論」を導出することを目指す。  
 
 第一部では、ソ連カザフ共和国の事例を検討する。  
 第一章は、1920 年代のカザフ共和国（当時はキルギス自治共和国）の党と国家の幹部の
民族構成を分析する。その結果、1921－22 年の共和国最初期からカザフ人幹部が党と国家
の指導的職において高い比率を占めていたことが明らかになる。とりわけ、政権に入った
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旧アラシュ＝オルダ勢力の影響力を抑えるために、アラシュ＝オルダとの関係が薄いカザ
フ人幹部が積極的に登用され、カザフ共和国は全ソ的な土着化政策を先取りしたかのよう
な様相が生まれた。  
 1920 年代後半に入ると、アウル（遊牧共同体）の階級分化や穀物調達ノルマなどをめぐ
って、階級的見地と民族的見地の対立が生まれるが、民族的原則の方に傾斜しているとさ
れた人物が淘汰されて生まれた空席を、階級的原則に忠実な別のカザフ人幹部が埋めた場
合が多かったので、幹部の民族構成に大きな変化はなかった。  
 第二章は、農業集団化とその後の経済再建期（1929－37 年）を扱う。ソ連最大の死亡率
を記録したカザフ共和国における集団化は、「よそ者」（非カザフ人）第 1 書記ゴロシチョ
ーキンを代名詞として語られてきた。しかし実際には、外来エリートと基幹民族エリート
が総力を挙げて集団化に取り組んだのであり、基幹民族エリートが現地社会に対してより
同情的といった傾向は見られなかった。しばしばカザフ人幹部は下位行政単位である管区
に派遣され、張り付き、政策を現地に応用する上で大きな役割を果たした。また、強引な
政策をとるからこそ、基幹民族の中から若く新鮮な幹部を抜擢しなければならない必要が
看取された。危機対処のため中央から次々と活動家が派遣された結果、1930 年代初めには
基幹民族幹部比率は一時的に下降したが、1933 年以後のミルゾヤン指導下での経済再建期
にはこの傾向は逆転した。カザフ自治共和国が連邦構成共和国に昇格した 1936 年には、指
導部の中で基幹民族が多数派となっていた。  
 第三章は、大テロルおよび大祖国戦争期（1937－45 年）を扱う。大テロルによって旧来
のエリートのほぼ全員が処刑されたが、ここには民族的なニュアンスはなかった。民族帰
属とは関係なく旧幹部は攻撃の的となり、新幹部が抜擢されたのである。カザフ人幹部が
追放された場合にはその空席を別のカザフ人が埋める傾向があり、幹部の民族比率に大き
な変化はなかった。1939－40 年の総力戦争準備期には、再び中央からの活動家の大量派遣
により基幹民族比率が低下したが、大祖国戦争期には上昇に転じた。戦後の 1946 年にはカ
ザフ共和国でも共産党第一書記に基幹民族が就任した。  
 こうして、基幹民族を頂点とし、基幹民族が多数を占める指導部が成立した。以上のよ
うな民族幹部政策が含意するのは、ソ連の連邦構成共和国においては、民族自決原則の下、
擬似国民国家建設が一貫して進んでいたということである。  
 
 第二部では、中国新疆ウイグル自治区の事例を検討する。  
 第四章は、新疆に人民解放軍が進駐し、中華人民共和国が建国された 1949 年から、1957
年の反右派闘争の前年までを対象とする。ソ連と異なり、中国では民族自決の原則を適用
せず、連邦制を採用しない代りに、民族団結の理念を謳って民族区域自治が実施された。
そこでは、広く党外人士に共産党との協力を呼びかける統一戦線方式によって政治エリー
ト集団が形成されたが、漢族幹部と少数民族幹部をつなぐ体制内少数民族エリートである
セイフディンが台頭するなど、少数民族エリートが徐々に政権内部に地位を得た。特に、
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他の地域で進められた急進的な農業改革が導入されて問題を起こし、穏健な政策への転換
が進められた時期に幹部の少数民族比率が上昇した。しかし、カザフ共和国の場合と比べ
れば、新疆における少数民族の起用は限定的であり、積極的に少数民族幹部の養成が行わ
れたものの、結局は漢族が多数派として支配的である政権が形成された。  
 第五章では、1957 年の反右派闘争の勃発から、文化大革命が開始する前年の 1965 年ま
でを扱う。民主諸党派からの政治参加などへの要求に対し、「右派分子の謬論」への徹底し
た弾圧で応える反右派闘争が展開された際、新疆で主な対象となったのは、新疆の「共和
国」化を志向し、党の民族政策や漢族の専権等に対して不満を表明していた人々であった。
だが、それに続く大躍進運動が惨憺たる経済状況をもたらし、62 年には「大量越境逃亡事
件」や「5・29 反革命暴乱」と呼ばれたイーニン市政府庁舎襲撃事件が起きると、調整政策
の推進とともに少数民族幹部の比率が再び上昇した。カザフ共和国の場合と比較すれば、
少数民族エリートの追放と登用というジグザグを辿った点は共通していたが、基幹民族が
多数派で、「よそ者」の非カザフ人が少数派となる方向に事態が展開したカザフと異なり、
新疆では漢族が多数派で少数民族が少数派であるという状態に帰着した。  
 第六章では、1966 年から 76 年までの文化大革命（文革）期を扱う。文革中は、政治的
混乱と修正主義に対する強い批判等により、少数民族指導者が次々に打倒された。その状
況下で、セイフディンは、上位の指導者が失脚し、中ソ国境の緊張が高まった際にソ連修
正主義批判をリードするなどして、したたかに権力基盤を固め、中央において林彪事件が
勃発した後に自治区のトップの座を射止めた。文革は概して少数民族に過酷な運命をもた
らしたが、なかには活躍の場を広げた者もいたのである。指導幹部の分布について言えば、
一旦は漢族が圧倒的多数を占めたものの、混乱が落ち着いて全国的に少数民族幹部の大量
登用の趨勢が生まれると、新疆でも指導幹部の少数民族比率が上昇した。だが、文革終了
直後にセイフディンは新疆での任務を解かれて中央に異動し、それ以後、少数民族のトッ
プは二度と現れなかった。  
 終章では、第一章から第六章までの分析を踏まえ、結論を述べる。中ソにおける少数民
族地域での政治エリート集団形成過程の差異は、何に由来するのか。中ソの差異を両国の
民族別人口構成の違いや「帝国」の歴史的背景の相違から説明する見方には限界がある。
両国の差異は、民族自決を原則として連邦制的統合を進めたソ連と、民族自決の原則を採
用せず民族団結という統合の方向性を追求した中国との、国家理念や政策の相違から説明
することが有効である。  
 
 以下、本論文の評価に入る。  
 
 第一に、民族という観点からのソ連および中国の国家建設というテーマは、どちらか一
方をとるだけでも十二分に大きなテーマであり、その両方を一度に取り上げることは極度
に野心的な試みである。熊倉氏は、過度に大きなテーマに取り組もうとして企図倒れにな
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るという危険性を意識した上で、テーマの絞り方や資料への接近法において細心の注意を
払い、後述のような一定の限界を持つとはいえ、ロシア語と中国語の双方に通じる語学力
を駆使して堅実な中露比較研究への第一歩を踏み出した。ここに本論文の最大のメリット
がある。  
 第二に、センサスや民族識別工作に注目して、ソ連と中国という社会主義国家が多くの
民族を創出したのだとする構築主義的な研究は今世紀に入ってから目覚しく発展している
が、民族の創出、育成がソ中の国家建設において占めた位置を研究した労作は少なかった。
熊倉氏は、ソ連の民族領域連邦制と中国の民族区域自治制の重要な構成要素である基幹民
族（中国では主体民族）の登用を長期的に定量分析することにより、この研究史上の弱点
を克服する上で貢献した。従来、ソ連では「党第一書記＝基幹民族」の原則が樹立された
のが戦後であり、中国では文化大革命までは主体民族が自治区の党第一書記になった例も
散見されたことから、ソ中間の民族幹部政策が分岐したのは比較的遅い時期であると考え
られがちだった。これに対して、熊倉氏は両国の分岐がより早い時期に遡ることを実証し、
その背後にある要因として、ソ連は形式的にであれ「民族自決」を重要な理念として採用
し、連邦構成単位に「国民国家」であるかの体裁を付与しようとしたのに対し、中国は早
い時期に「民族自決」を否定し、それに代えて「民族団結」を主導的理念として単一国家
制をとったという政策理念の相違があったことを指摘する。この指摘はまた、両国の民族
政策の違いを民族別人口構成の違いや帝国の歴史的背景の異同から説明する従来の研究に
対する批判によって補強されている。  
 そして第三に、本論文は、ソ中両共産党の政治路線の穏健と急進との間の揺れが幹部の
民族構成に大きく影響することはなく、むしろ強引な政策をとるからこそ現地基幹民族な
いし主体民族からより若い幹部をリクルートして情勢の安定化を図ろうとする力学が、ソ
連にも中国にもあったことを明らかにした。民族エリートが批判の対象となった時でも、
全面排除ではなく、その再生産が行われていたことを本論文は実証したのである。これは、
「非漢族ないし非ロシア人＝被害者」論が、職業的歴史研究の中でも現に強いという知的
状況の中で、重要な意義を持つ貢献だと言える。  
   
 とはいえ、本論文にも弱点がないわけではない。  
 第一に、旧ソ連ではアルヒーフが開示されているため、数百に及ぶビューロー会議の出
席者を一々確認して数を数えるという驚くべき作業を行うことができたが、中国について
は内部資料を入手できたとはいえ、党の常務委員会や政府の構成員の数を数えられるにす
ぎず、詳細な定量分析はできていない。史料にこのような濃淡があるため、ところどころ
推測に頼る箇所が見受けられるほか、セイフディンを除いてはいわば民族幹部の顔が見え
るところまでは考察が行き届いていない。  
 第二に、民族自決と民族団結の理念を体現する「コレニザーツィヤ」や「統一戦線方式」
といった制度や政策に関する説明が不足しているきらいがある。資料の入手が難しいため、
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具体的な民族政策とその執行状況を把握する上での困難が大きいことは理解できる。だが、
そのために、ソ中の差異の由来を建国理念の相違に求める議論において、論理上の飛躍が
やや感じられることは否めない。  
   
 さはさりながら、ソ中両国の民族エリートの比較分析に新たな展望を開いた作品として
本論文は極めて重要な貢献を行ったものであり、ここに記した弱点は本論文の価値を大き
く損なうものではない。以上から、本論文は、その筆者が自立した研究者としての高度な
研究能力を有することを示すものであることはもとより、学界の発展に大きく貢献する特
に優秀な論文であり、本論文は博士(法学)の学位を授与するにふさわしいと判定する。 
